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1.　はじめに

　日本は、第二次世界大戦後、金融システム
の安定性を確保することを目的にして、長期
金融と短期金融の分離や、銀行と信託の分離、
銀行証券の分離をはじめとする業務分野規制
など、金融機関に対して規制や行政指導など
による行動規制を課していた。その後、1980
年代に金融規制の緩和に向けた動きが進めら
れてくるなかで、業務分野規制に限っても、
1992年の金融制度改革法の成立により、銀行
や証券会社が信託銀行を子会社として設置で
きるようになったり、地方銀行、第二地方銀
行でも銀行本体で信託業務への参入も容認さ
れるようになるなど、業務分野の相互参入が
できるようになった。さらに、独占禁止法の
改正を受けて1998年に成立した金融持株会社
法により、金融持株会社の設立も可能になっ
ている。近年になると、都市銀行だけでなく
地方銀行、第二地方銀行においても、銀行の

合併や持株会社を利用した経営統合が進めら
れ、2000年当初と比べても銀行数は減少して
きている（表 1 参照）。
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表 1 　業態別全国銀行数の推移

2000 2005 2010 2014

9 6 6 5

8 7 6 4

64 64 63 64

54 47 42 41

1

* 5 2 2 2

** 136 126 119 116

* 2000年度末時点に含まれるものは、東京相和銀行、
新潟中央銀行、関西さわやか銀行、新生銀行、あ
おぞら銀行であり、2005年度末以降に含まれるも
のは、新生銀行とあおぞら銀行である。

**2000年度末時点の全国銀行計は、その他を含めな
い合計であるが、2005年以降はその他を含む合計
である。

（出所）　全国銀行協会『全国銀行財務諸表分析』各
年版
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　こうした一連の規制緩和を通じて金融機関
に期待していることの一つは、都市銀行レベ
ルでは国際競争力の増進、国内を基盤とする
地方銀行や第二地方銀行では収益性の改善と
いった、金融業の効率性の改善にあると考え
られる。日本の金融機関について、効率性の
観点からみると、Loukoianova （2008）など
でも指摘されるように、欧米諸国の金融機関
に比べて、依然として低いと考えられている。
こうした状況の原因を明らかにして改善の方
向性を示すことは重要な論点といえよう。
　本論文は、日本の銀行が効率性の観点か
らみてどのようになっているかを明らかに
することを目的にして、包絡分析法（Data 
Envelopment Analysis：DEA）により近年
の金融業の生産の効率性を推計する。そのこ
とを通じて、近年の金融業で進められている
経営統合が、生産の効率性にどのような影響
をもたらしているかを明らかにできると考え
ている。
　本論文の構成は以下の通りである。第 2 節
では、銀行業の効率性を扱った先行研究のう
ち、国内を対象とした研究を中心に取り上げ
ることで、日本の銀行業の効率性について先
行研究で述べられていることを明らかにする。
第 3 節では、本論文の効率性の測定の理論モ
デルである包絡分析法について説明し、第 4
節では分析に使用するデータについて述べ
る。第 5 節では、包絡分析法に基づいた日本
の銀行業の効率性に関する分析結果を示した
うえで考察を行い、第 6 節で結論を述べる。

2.　先行研究および本研究の位置付け

　本節では、日本の銀行業の効率性に関する
先行研究を概観したうえで、本論文が先行研
究のなかでどのように位置づけられるかを明
らかにする。
　銀行業の効率性に関しては、日本において
も古くから注目され、数多くの実証分析が存
在するトピックである。これまでの実証研究

は、大まかに 2 つの観点から区分することが
可能である。一つは費用構造の特定化の程度
による区分であり、もう一つは効率性の比較
可能性による区分である。
　費用構造の特定化の程度による区分とは、
費用構造を関数で特定化するか否かによる違
いを指す。具体的には、関数型を特定して費
用構造を表現するパラメトリックなモデルに
基づくものと、関数形を特定せずに明らかに
するノンパラメトリックなモデルに基づくも
のがある。費用関数による推計では、フロン
ティア費用関数を想定するか否かで 2 つに区
分できる。フロンティア費用関数と通常の費
用関数の違いは、費用関数における誤差の取
り扱い方法である。フロンティア費用関数の
誤差は、非効率性を原因とする部分と観測誤
差などによる部分を含むと想定し、それを明
示的に考慮するモデルであるが、通常の費用
関数の誤差は、これらを区分して扱っていな
い。ノンパラメトリックなモデルに基づく推
計には、指数論的アプローチと線形計画法の
考え方に基づいた生産関数フロンティアを想
定したものがある。どちらのアプローチも、
生産関数の特定化問題を避けて推計できるこ
とを利点として挙げている。
　もう一つは、効率性の比較可能性による区
分である。効率性を比較するときに、最も効
率的な費用構造をフロンティアとしたうえ
で、そこからの差を比較することで効率性を
評価する研究と、業態等で銀行を区分したう
えで、それぞれの平均的な費用構造を比べる
ことで、業態間の違いを明らかにしようとす
る研究がある。これらは効率性の比較におい
て決定的に意味が異なる。フロンティアを想
定して効率性を評価する研究は、分析対象と
する企業のなかでの相対的な比較ではあるも
のの個別の差をみることはできる。他方で、
業態等で区分した平均的な費用構造の比較
は、それぞれの効率性を絶対的に比較でき、
かつ平均的な業態間で比較はできるものの、
個別的な差はみることはできない。
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　以下では、上記の区分をふまえつつ、日本
を対象にして銀行業の経済効率性を扱った先
行研究をレビューすることにする（1）。
　日本におけるフロンティア費用関数を用い
た実証研究には、費用関数をコブ＝ダグラス
型に特定化して推計した橘木ほか（1997）、
フーリエ型費用関数で推計した Altunbas et 
al. （2000）がある。また、通常の費用関数を
用いた実証研究には、銀行業における範囲の
経済を扱った粕谷（1986）、1985〜87年を対
象にして規模の経済性について実証分析を
した Tachibanaki et al. （1991）、1981〜88年
の都市銀行と地銀第1位の横浜銀行の計13行
を対象にした木下・太田（1991）、信託銀行
の規模の経済性や範囲の経済性を分析した片
桐（1993）、1978〜91年の都市銀行を対象に
して範囲の経済性と規模に関する収穫につい
て検証した McKillop et al. （1996）、フーリ
エ型費用関数を用いて信託銀行業の規模の経
済性と範囲の経済性を分析した新庄・播磨谷

（2004）がある。
　日本におけるノンパラメトリックなモデル
に基づく推計には、指数論的アプローチで規
模の経済性などの生産性指標を推計したもの
としては Yoshioka and Nakajima （1987）が
ある。それとは別に、本論文で用いることに
なる線形計画法の考え方に基づき、生産関
数フロンティアを想定し、それに基づいて
相対的な効率性を推計する包絡分析法に基
づく研究については、日本において適用し
た事例としては、1990年度末時点を対象に
した Fukuyama （1993）、1997年を対象にし
た Drake and Hall （2003）、2005年の業態別
の集計データを用いて分析した Loukoianova 

（2008）がある。ただし、日本における分析は、
費用関数に基づく分析に比べればそれほど多
くない。
　これらの先行研究から得られた日本の銀行
業の効率性の評価は、以下のようにまとめる
ことができる。まず、日本の銀行業における
範囲の経済性の存否については、費用関数の

先行研究をふまえると、都市銀行を対象とし
た木下・太田（1991）、信託銀行を対象にし
た片桐（1993）を除いて、共通して存在する
ことを明確に示すことができない、という結
果になっている。
　規模の経済性については、Yoshioka and 
Nakajima （1987）と費用関数の分析、包絡分
析法による分析をふまえると、銀行の規模に
かかわらず規模の経済性がみられるという結
果は共通している。ただし、先行研究のうち、
1997年度のデータで分析している Drake and 
Hall （2003）は、大規模な銀行ほど規模に関
する収穫が逓減しているということを見出し
ている。
　さらに、非効率性の要因について分析して
いる包絡分析法による分析結果からは、共通
して、業態にかかわらず非効率性の要因が規
模の経済性を要因としたものではなく、純粋
な技術的要因、つまり生産活動における投入
と産出の関係における非効率性によるもので
ある、という結果が得られている。また、非
効率性を業態別にみると、都市銀行や信託銀
行は、地方銀行や第二地方銀行に比べて非
効率であるという結果が共通して得られて
いる。ただし、Fukuyama （1993）や Drake 
and Hall （2003）において、非効率性の程度
は銀行の規模が大きいほど悪くなっていると
いう結果もみられることは注目に値する。
　以上の先行研究の分析を通じて、近年の日
本の銀行をめぐる環境は大きく変わった後に
おいても、先行研究の結果と同じになるかど
うかについては検討する必要があることがわ
かる。とくに、日本においては合併や経営統
合が進んでいるなかで、この動きに対して効
率性の観点から明らかにすることは重要なこ
とであると考える。
　そこで、本論文は、日本の銀行の効率性に
ついて、2008年から2013年までの銀行のクロ
スセクション・データを利用する。さらに、
関数型による帰結への影響を極力排除するた
めに、ノンパラメトリックなアプローチをと
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り、個体間の比較を可能にする包絡分析法
（DEA）を用いている。さらに、本論文の分
析結果について、類似の手法で分析している
Drake and Hall （2003）と比較する。

3.　包絡分析法

　本研究で用いる包絡分析法は、効率性を線
形計画問題の枠組みで捉えようとしたもので
ある。包絡分析法そのものは、さまざまな分
野で利用されている手法であり、銀行業に関
する効率性分析においても数多く利用されて
いる。
　一般的に、効率性は、生産で使用される投入
量と生産量の関係を前提にして導き出される
ものである。本論文で利用する包絡分析法に
おける効率性は、調査対象における投入量と
生産量の関係のなかから、最も効率的な生産
を行っていると判断される投入産出関係を基
準にして（この基準となるものがフロンティ
アとよばれる）、相対的な比較で示されるもの
である。本論文における効率性も、あくまで
日本の銀行全体のなかでの相対的な効率性を
示すことになる点で限定的であることは注意
する必要がある。
　包絡分析法における効率性の概念には複
数の異なるものが存在する（2）。最も一般的に
用いられる効率性は、Charnes, Cooper and 
Rhodes （1978）で提示されたモデル（以下、
CCR モデル）に基づく効率性である。CCR
モデルは、生産活動における投入量と生産量
の関係性において、規模に関する収穫一定の
仮定をおいて定義される。ここで、銀行 に
おける投入指向型の効率性は線形分数計画問
題として以下のように定義される。

　なお、 は銀行 の効率性指標、 は
産出物 の生産量のウエイト、 は投入要素
の投入量のウエイト、 は銀行 の産出物
の生産量、 は銀行 の投入要素 の投入量、

は銀行 における産出物 の生産量、 は
銀行 の投入要素 の投入量、 は銀行の数、
は産出物の数、 は投入要素の数を表して

いる。なお、投入要素や産出物、ウエイトの
とりうる値がすべて正であるので、 の
とりうる値の範囲は 0 以上 1 以下である。
　銀行業において規模の経済性については、
日本においてYoshioka and Nakajima （1987）
などから明らかなように規模の経済性の存在
が指摘されていることから、規模に関する収
穫一定の仮定を外して分析することが必要
である。そこで、包絡分析法の枠組みの下
で、規模に関する収穫一定の仮定を変更した
モデルとして Banker, Charnes and Coopers 

（1984）によって提示されたモデル（以下、
BCC モデル）を用いることにする。BBC モ
デルは規模に関する収穫に関する効果を明示
化するとともに、技術的効率性と分離して示
すことができる。ここで、銀行 における投
入指向型の効率性は、線形分数計画問題とし
て以下のように定義される。

　なお、この式における記号は前述のものと
ほぼ同じであるが、 は銀行 の効率性
指標、 は産出物 の生産量のウエイト、
は投入要素 の投入量のウエイト、 は銀行
の産出物 の生産量、 は銀行 の投入要
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素 の投入量、 は銀行 における産出物
の生産量、 は銀行 の投入要素 の投入量、

は銀行の数、 は投入要素の数、 は産出
物の数を表している。また、 のとりうる値
は符号も含め制約はない。
　ところで、BCC モデルと CCR モデルは、

が入っているか否かの違いだけであるこ
とがわかる。BCC モデルにおける は、規
模の経済性を反映したものであり、 の
ときは、規模に関する収穫一定であることを
示し、 のときは、規模に関する収穫逓
増、 のときは、規模に関する収穫逓減
であることを示している。
　また、CCR モデルと BCC モデルの定義の
違いをふまえると、規模の効率性の指標（SE）
は、CCR モデルの指標と BCC モデルの指標
から考慮することは可能であり、以下のよう
に定義する。

　ここで、SE は 1 以下の値をとり、規模に
関する収穫一定になっている下では、BCC
モデルで効率的であれば、規模の効率性の指
標は 1 となる。ところで、BCC モデルにお
ける効率性指標 は、規模の効率性を含
めているので、規模の効率性の影響を除外し
ている CCR モデルでの効率性の指標 は、
BCC モデルにおける効率性は、純粋技術効
率とよばれる場合もある。これらの概念を利
用し、以下のように効率性を分解することが
できる。

　この分解によって、非効率性の発生原因が
技術的効率性によるものなのか、規模の効率
性によるものなのか、それとも両方によるも
のかを明らかにすることができる。

4.　データ

　本研究で用いる変数の全ては、全国銀行協

会『全国銀行財務諸表分析』の2008年度から
2013年度の決算データにおける銀行の財務諸
表の貸借対照表と損益計算書から入手してい
る。
　本論文における銀行業の生産活動における
投入要素は、Drake and Hall （2003）などと
同じように、労働と資本、さらに中間投入物
として預金を含めている。なお、資本は直接
観察できないので、代理変数として固定資産
を用いる。具体的に、銀行の生産活動の投入
要素として使用する変数は、労働費用に相当
するものを損益計算書の「営業経費」、資本
費用に相当するものを貸借対照表の資産の部

「有形固定資産」、中間投入費に相当するもの
が貸借対照表の負債の部の「預金」である。
　ところで、生産活動を分析する研究におい
て、労働投入は従業員数を用いることが一般
的である。確かに、同一業務を行う従業員で
あれば、労働投入量を従業員数とすることは
問題ない。しかし、銀行の場合、就業形態や
役割などが異なる従業員から成り立っている
ことをふまえると、従業員数を用いることは、
従業員の質や業務内容を考慮していない点で
問題があると考えられる。他方で、公表デー
タから就業形態や役割別の従業員数を区分し
て得ることも難しい。そこで、損益計算書に
ある「営業経費」を使用している。
　本論文における銀行の生産活動としては、
貸し付けと資金運用、その他の活動を想定し
ている。本論文における「その他の活動」と
は、手数料収入を得る活動全般を指してい
る。Stiroh （2000）によれば、アメリカの銀
行業の分析において、非伝統的な活動、つま
り手数料収入に依拠した事業を含めるか否か
で効率性の推定値が変わる可能性を指摘して
おり、本論文における効率性分析においても、
手数料収入を得る非伝統的な活動を生産活動
の一つとして明示的に含めている。具体的
に、産出物として用いる変数は、貸し付けに
相当するものを貸借対照表の資産の部の「貸
出金」、運用に相当するものを貸借対照表の
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資産の部の「有価証券」、その他の活動に相
当するものを損益計算書の「その他経常収益」
としている。
　なお、産出物として用いる変数は、リスク
や貸出金の質といった要因によって、測定結

果に影響する可能性がある。しかし、本論文
では、このことについては特に考慮せずに分
析している。
　表 2 は、2008年から2013年にかけての投入
要素と産出物のデータの記述統計を示してい

表 ２ 　全標本の記述統計（2008～2013年度）

100,208,977 1,095,432 915,904 73,786,503 39,558,840 276,777

152 3,921 137 0 14,984 13

4,882,050 56,351 52,796 3,762,556 1,852,158 8,337

12,117,789 127,665 116,697 9,310,630 5,654,649 29,824

103,976,222 1,080,498 886,516 69,106,624 52,068,380 284,363

96 3,822 679 0 0 39

5,101,849 57,824 54,107 3,735,868 2,230,893 7,884

12,560,193 129,818 119,607 8,757,641 6,959,981 31,191

105,854,679 1,039,395 872,747 64,981,715 58,303,309 232,695

86 3,916 362 0 0 3

5,280,391 57,355 54,311 3,756,520 2,452,951 5,547

12,966,741 126,197 120,640 8,513,221 7,735,819 22,868

106,680,877 1,054,269 864,836 69,386,000 63,452,246 240,241

55 3,896 241 0 0 5

5,363,128 57,119 53,601 3,823,670 2,624,710 7,852

13,133,906 127,369 119,684 8,819,415 8,366,910 25,784

120,153,990 1,146,190 1,425,385 80,947,236 63,334,714 218,421

341,961 2,424 4,909 3,387 37,275 198

6,220,196 63,082 73,401 4,489,620 2,956,881 11,480

15,584,372 148,586 184,607 10,737,953 9,011,516 30,847

119,636,522 1,123,952 863,197 79,495,010 56,790,753 311,462

212,534 3,475 1,326 5,257 0 49

5,947,809 57,221 55,460 4,316,500 2,572,101 13,458

15,721,376 137,310 127,500 11,092,460 8,268,267 44,839

2013

2008

2009

2010

2011

2012



− −139包絡分析法による日本の銀行における効率性の検証

る。全体として、国内の金融機関の間でばら
つきは大きくなっていることが分かる。

5.　分析結果と考察

5.1　分析期間を通じた全体的な推移
　第 3 節で示した CCR モデルに基づく効率

性指標（以下「全体効率性」で表す）と BCC
モデルに基づく効率性指標（以下「技術的効
率性」で表す）、さらにこれらの指標から導
き出される規模の効率性指標（以下では「規
模効率性」で表す）について、日本の銀行の
2008年度から2013年度にかけての推移をみる
ために、基本統計量として平均と標準偏差、

表 3 　効率性指標の推移（2008～2013年度、全サンプル）

1997 Drake and Hall 2003

0.562 0.673 0.845 0.724 0.781 0.928

0.122 0.140 0.121 0.116 0.112 0.075

1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000

0.186 0.262 0.501 0.534 0.604 0.534

0.635 0.724 0.876

0.131 0.130 1.014

1.000 1.000 1.000

0.177 0.312 0.568

0.642 0.723 0.888

0.124 0.134 0.921

1.000 1.000 1.000

0.137 0.291 0.470

0.602 0.681 0.884

0.146 0.157 0.931

1.000 1.000 1.000

0.152 0.295 0.516

0.787 0.853 0.923

0.122 0.094 1.297

1.000 1.000 1.000

0.168 0.612 0.274

0.711 0.760 0.937

0.143 0.146 0.979

1.000 1.000 1.000

0.152 0.161 0.943

2013

2008

2009

2010

2011

2012
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最大値、最小値を示したものが表 3 で表して
おり、それらの値の分布を示すために2008年
度についてヒストグラムで示したものが図 1
である。
　それぞれの効率性指標における時系列的な
変化をみると、2008年度以降上昇し、2011年
度にいったん落ち込み、それ以降上昇する、
という動きがみられる。これは、2008年 9 月
にはリーマンショックによる株価暴落、2011
年 3 月には東日本大震災の発生といった、金
融市場に大きな影響を及ぼす出来事が銀行間
で異なる影響をもたらしており、それが効率
性の格差として表れていると考えられる。こ
うした金融市場による銀行間格差の影響がほ
とんどなくなったと考えられる2013年度の数
値をみると、全体効率性が0.711、技術効率

性が0.760、規模効率性が0.937となっている。
この数値から非効率性の発生要因は、規模の
効率性からの影響ではなく、純粋に投入と産
出の間の関係において非効率性が発生してい
るということがわかる。これは、日本におけ
る非効率性の発生要因に関する先行研究から
得られた結果と同じである。また、この数値
を表 ３ に示した Drake and Hall （2003）にお
ける1997年時点の水準と比べると、効率性の
銀行間格差の構造は大きく変わっていないこ
とも明らかになった。さらに図 1 の分布構造
をみると、技術効率性は右に裾が長い分布で
ある一方で、規模効率性は左裾が長い分布に
なっており、銀行間で効率性の差は平均を中
心にして周辺にばらつくのではなく、裾をひ
いてばらついていることがわかる。

図 １ 　効率性指標のヒストグラム（2008年度）
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（注）　縦軸のラベルは度数を表し、横軸のラベルは階級下限値を表しており階級幅は0.1である。
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5.2　業態別の効率性の比較
　次に、表 3 で示した標本全体の結果を銀行
の業態別に区分して示したものが表 4 であ
る。なお、本論文のなかで分析した2008年度
における業態別の統計量は、業態別区分で「そ
の他」として扱われる新生銀行とあおぞら銀
行、セブン銀行、オリックス信託銀行、シテ
ィバンク銀行、農林中央金庫は除外して計算
している。なお、表 4 にも、先行研究と比較

するために Drake and Hall （2003）における
1997年度の分析結果を示している。
　2008年度の結果を分析しているため、リー
マンショックによる金融市場の影響が銀行間
で異なる状況にある可能性もあるが、着目す
べき点として、Drake and Hall （2003）にお
ける分析と比較すると、業態毎の平均をみる
と、業態間で効率性の格差が拡大しているこ
とがわかる。さらに、業態毎の標準偏差を比

表 4 　2008年における業態別効率性指標の比較

（注）　業態別においては、新生銀行とあおぞら銀行、セブン銀行、オリックス信託銀行、シティバンク銀行、
農林中央金庫は除外している。

0.562 0.673 0.845 0.724 0.781 0.928

0.122 0.140 0.121 0.116 0.112 0.075

1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000

0.186 0.262 0.501 0.534 0.604 0.534

0.708 0.840 0.858 0.871 0.956 0.913

0.150 0.165 0.154 0.046 0.057 0.044

1.000 1.000 1.000 0.937 1.000 0.973

0.526 0.602 0.587 0.800 0.858 0.822

0.758 0.843 0.910 1.000 1.000 1.000

0.169 0.139 0.168 0.000 0.000 0.000

1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000

0.501 0.691 0.501 1.000 1.000 1.000

0.539 0.610 0.886 0.685 0.717 0.956

0.072 0.078 0.075 0.078 0.072 0.047

0.745 0.917 0.998 1.000 1.000 1.000

0.432 0.500 0.531 0.567 0.604 0.731

0.525 0.702 0.766 0.695 0.784 0.890

0.048 0.120 0.122 0.084 0.082 0.088

0.693 1.000 0.992 0.953 1.000 1.000

0.449 0.497 0.514 0.534 0.651 0.651

1997 Drake and Hall 20032008
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べると、各業態内での銀行の効率性格差も拡
大していることがわかる。とくに、各業態内
での銀行の効率性格差は、効率性格差を通じ
て、体力の弱まっている銀行が無視できない
規模になりつつあることを示しており、現在
に至る過程のなかで、銀行再編されているこ
とを示唆しているといえよう。
　次に、各業態について、Drake and Hall 

（2003）における分析の結果と比較する。ま
ず、都市銀行については、効率性のばらつき
は2008年度の分析において大きくなっている
ことがわかる。さらに規模の効率性について
は、相対的にみてそれほど効率的といえない
こともわかる。
　信託銀行について、Drake and Hall （2003）
の1997年度時点では他の業種に比べて効率的
な状況にあったが、本論文の分析結果をみる
と、他の業種と比べて信託銀行が非効率的に
なっていることを示している。こうした結果
の差異が生じた原因としては、2000年前後に
進められた構造改革で銀行における信託業務
解禁の影響を受けている可能性がある。とく
に、信託業務が他の業態が兼業可能になって
おり、そうした銀行間との競合関係が信託専
業銀行としての優位性を下げてしまっている
可能性を示唆している。
　地方銀行については、他の業態の銀行と比
べて全体的な効率性が低下していることがわ
かる。とくに地方銀行で特徴的であるのが、
第二地方銀行との比較でも技術効率性が低い
ことである。しかも、1997年時点と比べて標
準偏差が大きく変わっているわけではないこ
とをふまえると、日本の銀行全体の効率性か
らは大きな影響を受けてしまった可能性があ
ると考えている。
　第二地方銀行についても、地方銀行よりも
さらに非効率的な状況にあることがわかる。
さらに、その非効率的な状況は、標準偏差が
著しく拡大していることから、銀行間格差が
著しく拡大していることを示している。
　以上のことをふまえると、1990年代から進

められてきた金融自由化は、銀行間の格差を
生じさせており、とくに地方銀行や第二地方
銀行においてその格差は近年著しくなってい
ることが明らかになった。現在、地方銀行や
第二地方銀行を中心にして再編や経営統合が
進められているが、効率性の観点からみると、
その傾向は一層進むことが示唆される。

6.　結　　論

　本研究は、日本における都市銀行や信託銀
行、地方銀行の効率性に関して、ノンパラメ
トリックアプローチである包絡分析法を用い
て分析し、その結果を Drake and Hall （2003）
と比較することで、近年の日本の銀行の効率
性の変遷をみたものである。
　2008年時点における日本の銀行の効率性
は、全体としてみると Drake and Hall （2003）
の時点から改善されていないことが明らかに
なった。詳細をみると、大規模な日本の銀行
は規模の不経済の状況にあることを示し、さ
らに銀行の非効率性は、規模による効率性よ
りも純粋な技術的効率性における非効率性を
原因としていることがわかる。これらの結果
は、Drake and Hall （2003）における分析と
同じような傾向を示しており、当時の分析と
大きく変わっていないことがわかる。また、
信託銀行の効率性は、Drake and Hall （2003）
における全体的な効率性のスコアから悪化し
ていることがわかる。信託銀行は、2003年以
降の政策に影響を受けている可能性がある。
さらに、ほとんどの都市銀行は、銀行の合併
やその影響によって規模に関する収穫逓減で
ある。他方で、地方銀行は銀行を合併するこ
とで効率性の改善がもたらされる規模に関す
る収穫逓増であることを示しており、地方銀
行の合併は経済効率性を高める可能性がある
ことを示唆している。近年、地方銀行での合
併は、効率性の観点からみると望ましい動き
といえるかもしれない。
　なお、銀行の効率性における合併の影響に
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ついては、今後の研究のために探求する必要
がある。さらに、Loukoianova （2008）のよ
うに欧米の銀行との比較という観点でみる必
要性もある。これらについては今後の課題と
したい。
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【注】
（1）	 銀行の効率性については、諸外国でも多

くの研究がある。例えば、アメリカを対象
としたものとしては、Aly et al. （1990）や
Elyasiani and Mehdian （1990）、DeYoung 
and Hasan （1998）があり、商業銀行と
イスラム銀行の間で国際比較を行った研
究として Bader et al. （2008）がある。な
お、1990年代前半までの諸外国における
包括的な先行研究レビューは Berger and 
Humphrey （1997）を参照されたい。

（2）	 以下の記述は、Cooper et al. （2007）も
参考にしている。

（バイヤ　エル　フィラリ・なかひがし　まさき）


